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(57)【要約】
【課題】放熱性能を従来よりも向上させた半導体モジュ
ールを提供する。
【解決手段】ドレイン面側熱拡散部材４１は、半導体素
子のドレイン電極に電気的に接続された導体ブロック４
１ａを有する。ゲート・ソース面側熱拡散部材４２は、
半導体素子のソース電極に電気的に接続された導体ブロ
ック４２ａと、導体ブロック４２ａから絶縁され且つ半
導体素子のゲート電極に電気的に接続された導体ピン４
２ｂと、を有する。半導体素子の一方の面側に配置され
た配線基板２０は、ドレイン面側熱拡散部材４１の導体
ブロック４１ａに電気的に接続されたドレイン配線２２
を有する。半導体素子の他方の面側に配置された配線基
板６０は、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２の導体ブ
ロック４２ａに接続された中間配線６２と、導体ピン４
２ｂに接続されたゲート配線６３とを有する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の面に第１の電極を有し、前記第１の面とは反対側の第２の面に第２の電極および
制御電極を有し、前記制御電極に供給される制御信号に応じて前記第１の電極と前記第２
の電極との間を導通させる半導体素子と、
　前記半導体素子の前記第１の面に接合され、前記第１の電極に電気的に接続された導体
部分を有する第１の熱拡散部材と、
　前記半導体素子の前記第２の面に接合され、前記第２の電極に電気的に接続された第１
の導体部分および前記第１の導体部分から絶縁され且つ前記制御電極に電気的に接続され
た第２の導体部分を有する第２の熱拡散部材と、
　前記第１の熱拡散部材の前記半導体素子との接合面とは反対側の面に接合された少なく
とも１層の配線基板であって、前記第１の熱拡散部材の前記導体部分に電気的に接続され
た第１の配線を有する第１の配線基板と、
　前記第２の熱拡散部材の前記半導体素子との接合面とは反対側の面に接合された少なく
とも１層の配線基板であって、前記第２の熱拡散部材の前記第１の導体部分に電気的に接
続された第２の配線および前記第２の熱拡散部材の前記第２の導体部分に電気的に接続さ
れた第３の配線を有する第２の配線基板と、
　を含む半導体モジュール。
【請求項２】
　前記第２の熱拡散部材の前記第１の導体部分は、前記半導体素子との接合面と前記第２
の配線基板との接合面との間を貫通する貫通孔を有し、
　前記第２の熱拡散部材の前記第２の導体部分は、前記貫通孔内に設けられ、一方の端部
が前記半導体素子との接合面に表出し、他方の端部が前記第２の配線基板との接合面に表
出した柱状体である
　請求項１に記載の半導体モジュール。
【請求項３】
　前記第１の配線基板は、前記第２の配線に対向し且つ前記半導体素子の導通に伴って前
記第２の配線に流れる電流の方向とは逆方向の電流が流れる配線部分を有する
　請求項１または請求項２に記載の半導体モジュール。
【請求項４】
　前記第１の配線基板および前記第２の配線基板の間に設けられ、前記半導体素子に電気
的に接続された少なくとも１つの他の半導体素子を含み、
　前記他の半導体素子は、一方の面に接合された熱拡散部材および他方の面に接合された
熱拡散部材を介して前記第１の配線基板の前記配線部分および前記第２の配線基板の前記
第２の配線に電気的に接続されている
　請求項３に記載の半導体モジュール。
【請求項５】
　前記半導体素子は、トランジスタであり、
　前記他の半導体素子は、前記第２の配線を介して前記半導体素子に直列接続されたトラ
ンジスタを含む
　請求項４に記載の半導体モジュール。
【請求項６】
　前記第２の配線に接続された２つの端子が前記第２の配線基板から互いに逆方向に引き
出されている
　請求項５に記載の半導体モジュール。
【請求項７】
　前記半導体素子および前記他の半導体素子を含む複数の半導体素子が前記第１の配線基
板および前記第２の配線基板の中心点に対して点対称となるように配置されている
　請求項４から請求項６のいずれか１項に記載の半導体モジュール。
【請求項８】
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　前記第１の配線基板および前記第２の配線基板は、それぞれ、両面に略同じ厚さ且つ略
同面積の導体からなる配線を有する
　請求項１から請求項７のいずれか１項に記載の半導体モジュール。
【請求項９】
　前記第１の配線基板および前記第２の配線基板は、それぞれ、２層の配線基板によって
構成され、前記２層の配線基板のうちの前記半導体素子から近い側に配置された配線基板
の配線を形成する導体の厚さが、前記２層の配線基板のうちの前記半導体素子から遠い側
に配置された配線基板の配線を形成する導体の厚さよりも厚い
　請求項１から請求項８のいずれか１項に記載の半導体モジュール。
【請求項１０】
　前記第１の配線基板と前記第２の配線基板との間に熱伝導性および絶縁性を有する固体
粒子を含有するゲル状の樹脂が充填されている
　請求項１から請求項９のいずれか１項に記載の半導体モジュール。
【請求項１１】
　前記固体粒子はダイアモンドパウダーである
　請求項１０に記載の半導体モジュール。
【請求項１２】
　前記固体粒子は、粒径が異なる少なくとも２種類の粒子を含む
　請求項１０または請求項１１に記載の半導体モジュール。
【請求項１３】
　前記半導体素子および前記少なくとも１つの他の半導体素子を含む複数の半導体素子に
電力を供給するための第１の端子および第２の端子を更に含み、
　前記第１の端子および前記第２の端子は、前記第１の配線基板または前記第２の配線基
板から互いに同じ方向に異なる引き出し長さで引き出され、前記第１の配線基板および前
記第２の配線基板の主面と交差する方向に曲げられている
　請求項５に記載の半導体モジュール。
【請求項１４】
　請求項１から請求項１３のいずれか１項に記載の半導体モジュールを複数備え、当該複
数の半導体モジュールをヒートシンクを間に挟んで積層するとともに、当該複数の半導体
モジュールの各々の前記半導体素子を直列接続して構成された直列ユニットを含む
　半導体スイッチ。
【請求項１５】
　前記直列ユニットを複数備え、当該複数の直列ユニットを構成する複数の半導体モジュ
ールがマトリックスアレイを形成するように、各直列ユニットを構成する複数の半導体モ
ジュールの各々を、他の直列ユニットを構成する対応する半導体モジュールの各々と並列
接続して構成された
　請求項１４に記載の半導体スイッチ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　開示の技術は、半導体モジュールおよび半導体スイッチに関する。
【背景技術】
【０００２】
　パワートランジスタ等のパワーデバイスは、高圧および大電流にて駆動されるパワース
イッチやインバータなどの用途に好適に用いられる。パワーデバイスは、通常大量の熱を
発生させることから、パワーデバイスから発せられた熱を効率的に外部に放出させること
が重要である。
【０００３】
　パワーデバイスの放熱性を高めるための技術として、複数のパワーデバイスの上面側と
下面側に接触する両面ヒートシンクを備えたパワー半導体パッケージが知られている。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－５８７３３号公報
【特許文献２】特開２００１－１５６２２５号公報
【特許文献３】特開２０１２－３３８６４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　次世代パワーデバイスの材料として炭化ケイ素（ＳｉＣ）が注目されている。ＳｉＣは
従来のシリコン（Ｓｉ）に比べて高耐圧、低損失で素子の消費電力を低減することが可能
である。また、ＳｉＣは、Ｓｉに比べてバンドギャップ幅が広く、絶縁破壊に至る電界強
度が約１０倍程度大きいという特徴を持つ。また、ＳｉＣはバンド幅が広いので熱によっ
て励起されるキャリヤが少なく、高温動作が可能である。また、ＳｉＣによれば、絶縁破
壊電界強度が高いことから耐圧部を薄型化できるためオン抵抗を低減できる。ＳｉＣデバ
イスは、以上のような利点を有することから、モジュールの小型化や電力損失の低減に寄
与できるものと期待されている。
【０００６】
　ＳｉＣデバイスを製造する上での最大の問題は、欠陥である。ＳｉＣウェーハの欠陥が
形成された部分に作り込んだＳｉＣデバイスは、欠陥のない部分に作り込んだＳｉＣデバ
イスよりも不良品になる確率が高い。このため、欠陥の数が多いＳｉＣウェーハを用いて
ＳｉＣデバイスを製造すると歩留まりが低下してしまう。ＳｉＣデバイスの電流容量を大
きくするには、デバイス１個当たりの面積を大きくする必要がある。しかしながら、欠陥
数の多いＳｉＣウェーハ上で面積の大きなデバイスを製造すれば、より面積の小さなデバ
イスを製造するよりも、デバイス内に欠陥が存在する可能性は高くなり、歩留まりは低下
してしまう。このような事情から現状ＳｉＣデバイスのサイズは、Ｓｉデバイスと比較し
て小さい。これにより、ＳｉＣデバイスにおける面積あたりの発熱量は、Ｓｉデバイスと
比較して大きくなり易く、デバイスパッケージの放熱性を従来のＳｉデバイスにおけるパ
ッケージよりも向上させることが望ましい。
【０００７】
　本発明は、上記した点に鑑みてなされたものであり、放熱性能を従来よりも向上させた
半導体モジュールを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る半導体モジュールは、第１の面に第１の電極を有し、前記第１の面とは反
対側の第２の面に第２の電極および制御電極を有し、前記制御電極に供給される制御信号
に応じて前記第１の電極と前記第２の電極との間を導通させる半導体素子と、前記半導体
素子の前記第１の面に接合され、前記第１の電極に電気的に接続された導体部分を有する
第１の熱拡散部材と、前記半導体素子の前記第２の面に接合され、前記第２の電極に電気
的に接続された第１の導体部分および前記第１の導体部分から絶縁され且つ前記制御電極
に電気的に接続された第２の導体部分を有する第２の熱拡散部材と、前記第１の熱拡散部
材の前記半導体素子との接合面とは反対側の面に接合された少なくとも１層の配線基板で
あって、前記第１の熱拡散部材の前記導体部分に電気的に接続された第１の配線を含む第
１の配線パターンを備えた第１の配線基板と、前記第２の熱拡散部材の前記半導体素子と
の接合面とは反対側の面に接合された少なくとも１層の配線基板であって、前記第２の熱
拡散部材の前記第１の導体部分に電気的に接続された第２の配線および前記第２の熱拡散
部材の前記第２の導体部分に電気的に接続された第３の配線を含む第２の配線パターンを
備えた第２の配線基板と、を含む。
【０００９】
　また、本発明に係る半導体スイッチは、前記半導体モジュールを複数備え、当該複数の
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半導体モジュールをヒートシンクを間に挟んで積層するとともに、当該複数の半導体モジ
ュールの各々の前記半導体素子を直列接続して構成された直列ユニットを含む。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、放熱性能を従来よりも向上させた半導体モジュールを提供することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施形態に係る半導体モジュールの等価回路図である。
【図２】本発明の実施形態に係る半導体モジュール１０の構成を示す断面図である。
【図３Ａ】図２における３Ａ－３Ａ線に沿った断面を矢印Ａの方向から眺めた平面図であ
る。
【図３Ｂ】図２における３Ｂ－３Ｂ線に沿った断面を矢印Ｂの方向から眺めた平面図であ
る。
【図４Ａ】本発明の実施形態に係る半導体素子の下面側に配置される２つの配線基板の貼
り合わせ前の状態を示す斜視図である。
【図４Ｂ】本発明の実施形態に係る半導体素子の下面側に配置される２つの配線基板の貼
り合わせ後の状態を示す斜視図である。
【図５Ａ】本発明の実施形態に係る半導体素子の上面側に配置される２つの配線基板の貼
り合わせ前の状態を示す斜視図である。
【図５Ｂ】本発明の実施形態に係る半導体素子の上面側に配置される２つの配線基板の貼
り合わせ後の状態を示す斜視図である。
【図６】本発明の実施形態に係る半導体素子Ｑの構成を示す斜視図である。
【図７】本発明の実施形態に係る半導体素子、ドレイン面側熱拡散部材４１およびゲート
・ソース面側熱拡散部材を示す斜視図である。
【図８Ａ】本発明の実施形態に係るゲート・ソース面側熱拡散部材の構成を示す平面図で
ある。
【図８Ｂ】図８Ａにおける８Ｂ－８Ｂ線に沿った断面図である。
【図９】本発明の実施形態に係る半導体素子、ゲート・ソース面側熱拡散部材および配線
パターンの相互間の接続状態を示す断面図である。
【図１０】本発明の実施形態に係る半導体モジュールの外観を示す斜視図である。
【図１１】本発明の実施形態に係る半導体モジュールにおける放熱経路を示す断面図であ
る。
【図１２】本発明の実施形態に係る半導体モジュールに流れる電流の方向を示す断面図で
ある。
【図１３】本発明の実施形態に係る半導体モジュールをインバータとして使用する場合に
おける構成例を示す平面図である。
【図１４】本発明の実施形態に係る半導体モジュールのドレイン端子およびソース端子を
図１２における矢印Ｘの方向からみた側面図である。
【図１５】本発明の実施形態に係る半導体モジュールの構成を示す断面図である。
【図１６】複数の半導体モジュールを含んで構成される本発明の実施形態に係る半導体ス
イッチの構成を示す図である。
【図１７】複数の半導体モジュール１０を含んで構成される本発明の実施形態に係る半導
体スイッチの構成を示す図である。
【図１８】本実施形態に係る半導体スイッチの等価回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、開示の技術の実施形態の一例を図面を参照しつつ説明する。なお、各図面におい
て同一または等価な構成要素および部分には同一の参照符号を付与している。
【００１３】
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[第１の実施形態]
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る半導体モジュール１０の等価回路図である。半
導体モジュール１０は、４つの半導体素子Ｑ１１、Ｑ１２、Ｑ２１およびＱ２２を含んで
構成されている。なお、以降において、４つの半導体素子Ｑ１１、Ｑ１２、Ｑ２１および
Ｑ２２を区別しない場合またはこれらを総称する場合には、半導体素子Ｑと表記する。
【００１４】
　本実施形態において、各半導体素子Ｑは、大電流容量かつ高耐圧のＮチャネル型の電界
効果トランジスタ（FET：Field Effect Transistor）である。しかしながら、これに限定
されるものではなく、各半導体素子Ｑは、ＩＧＢＴやバイポーラトランジスタ等の他のデ
バイスであってもよい。また、半導体素子ＱとしてＳｉＣデバイスを使用することを想定
しているが、これに限定されるものではなく、Ｓｉ、Ｇｅ、ＧａＮ等の他の材料からなる
半導体デバイスを使用することも可能である。
【００１５】
　半導体モジュール１０において、半導体素子Ｑ１１とＱ１２とが並列に接続され、半導
体素子Ｑ２１とＱ２２とが並列に接続されている。半導体素子Ｑ１１およびＱ１２からな
るペアは、半導体素子Ｑ２１およびＱ２２からなるペアと直列接続されている。すなわち
、半導体モジュール１０において、複数の半導体素子Ｑは、所謂２ｉｎ１構成とされてい
る。複数の半導体素子を並列接続したペア同士を直列することで、単一の半導体素子同士
を直列接続した場合と比較して電流容量を増大させることが可能である。
【００１６】
　半導体素子Ｑ１１およびＱ１２のゲートは、ゲート端子Ｇ１に接続されている。半導体
素子Ｑ１１およびＱ１２のドレインは、ドレイン端子Ｄ１に接続されている。半導体素子
Ｑ１１およびＱ１２のソースは、中間端子Ｃ、制御信号基準端子ＳＧ１および半導体素子
Ｑ２１およびＱ２２のドレインに接続されている。半導体素子Ｑ１１およびＱ１２は、制
御信号基準端子ＳＧ１およびゲート端子Ｇ１を介して外部から供給される制御信号に応じ
て互いに同じタイミングでオンオフする。
【００１７】
　半導体素子Ｑ２１およびＱ２２のゲートは、ゲート端子Ｇ２に接続されている。半導体
素子Ｑ２１およびＱ２２のソースは、ソース端子Ｓ２に接続されるとともに制御信号基準
端子ＳＧ２に接続されている。半導体素子Ｑ２１およびＱ２２は、制御信号基準端子ＳＧ
２およびゲート端子Ｇ２を介して外部から供給される制御信号に応じて互いに同じタイミ
ングでオンオフする。
【００１８】
　半導体モジュール１０を例えば、インバータ用途で使用する場合には、複数の半導体モ
ジュール１０を用いる。複数の半導体モジュール１０の各ドレイン端子Ｄ１を電源の正極
に接続し、各ソース端子Ｓ２を電源の負極に接続し、各中間端子Ｃを負荷に接続する。そ
して、各半導体モジュール１０において半導体素子Ｑ１１およびＱ１２からなるペアと、
半導体素子Ｑ２１およびＱ２２からなるペアを互いに異なるタイミングでオンオフさせる
。
【００１９】
　一方、半導体モジュール１０を半導体スイッチとして使用する場合には、ドレイン端子
Ｄ１を電流経路の高圧側に接続し、ソース端子Ｓ２を電流経路の低圧側に接続し、半導体
素子Ｑ１１およびＱ１２からなるペアと、半導体素子Ｑ２１およびＱ２２からなるペアを
同時にオンオフさせる。
【００２０】
　図２は、半導体モジュール１０の構成を示す断面図である。図３Ａは、図２における３
Ａ－３Ａ線に沿った断面を矢印Ａの方向から眺めた平面図である。図３Ｂは、図２におけ
る３Ｂ－３Ｂ線に沿った断面を矢印Ｂの方向から眺めた平面図である。
【００２１】
　半導体モジュール１０において、各半導体素子Ｑの上面および下面には、導体を含んで
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構成されるドレイン面側熱拡散部材４１またはゲート・ソース面側熱拡散部材４２が接合
されている。具体的には、図２に示すように、半導体素子Ｑ１１の下面（ドレイン面Ｐ２
）にドレイン面側熱拡散部材４１が接合され、上面（ゲート・ソース面Ｐ２）にゲート・
ソース面側熱拡散部材４２が接合されている。また、半導体素子Ｑ２１の下面（ゲート・
ソース面Ｐ１）にゲート・ソース面側熱拡散部材４２が接合され、上面（ドレイン面Ｐ２
）にドレイン面側熱拡散部材４１が接合されている。半導体素子Ｑ１２およびＱ２２は、
図２には示されていないが、図３Ａおよび図３Ｂから明らかなように、半導体素子Ｑ１２
の下面（ドレイン面Ｐ２）にドレイン面側熱拡散部材４１が接合され、上面（ゲート・ソ
ース面Ｐ１）にゲート・ソース面側熱拡散部材４２が接合されている。半導体素子Ｑ２２
の下面（ゲート・ソース面Ｐ１）にゲート・ソース面側熱拡散部材４２が接合され、上面
（ドレイン面Ｐ２）にドレイン面側熱拡散部材４１が接合されている。
【００２２】
　半導体素子Ｑの下面に接合されたドレイン面側熱拡散部材４１またはゲート・ソース面
側熱拡散部材４２の、半導体素子Ｑとの接合面とは反対側の面は、配線基板２０に接合さ
れている。配線基板２０は、絶縁基板２１と、絶縁基板２１の表裏に形成された配線を含
んで構成されている。絶縁基板２１の半導体素子Ｑ側の面には、ドレイン配線２２、ソー
ス配線２３およびゲート配線２４が設けられている。絶縁基板２１の半導体素子Ｑ側の面
とは反対側の面にはスルーホール２５を介してソース配線２３と電気的に接続された裏面
配線２６が設けられている。
【００２３】
　配線基板２０の裏面配線２６は、配線基板３０に接合されている。配線基板３０は、絶
縁基板３１と、絶縁基板３１の表裏に形成された配線を含んで構成されている。絶縁基板
３１の半導体素子Ｑ側の面には、ソース配線３２が設けられ、ソース配線３２は裏面配線
２６に接続されている。絶縁基板３１の半導体素子Ｑ側の面とは反対側の面には半導体モ
ジュール１０のいずれの端子にも電気的に接続されていないダミー配線３３が設けられて
いる。
【００２４】
　一方、半導体素子Ｑの上面に接合されたドレイン面側熱拡散部材４１またはゲート・ソ
ース面側熱拡散部材４２の、半導体素子Ｑとの接合面とは反対側の面は、配線基板６０に
接合されている。配線基板６０は、絶縁基板６１と、絶縁基板６１の表裏に形成された配
線を含んで構成されている。絶縁基板６１の半導体素子Ｑ側の面には、中間配線６２およ
びゲート配線６３が設けられている。絶縁基板６１の半導体素子Ｑ側の面とは反対側の面
には半導体モジュール１０のいずれの端子にも電気的に接続されていないダミー配線６４
が設けられている。
【００２５】
　配線基板６０のダミー配線６４は、配線基板７０に接合されている。配線基板７０は、
絶縁基板７１と、絶縁基板７１の表裏に形成された配線を含んで構成されている。絶縁基
板７１の半導体素子Ｑ側の面には、半導体モジュール１０のいずれの端子にも電気的に接
続されていないダミー配線７２が設けられている。絶縁基板７１の半導体素子Ｑ側の面と
は反対側の面には半導体モジュール１０のいずれの端子にも電気的に接続されていないダ
ミー配線７３が設けられている。
【００２６】
　このように、半導体モジュール１０において、各半導体素子Ｑの上面側および下面側に
は、それぞれ、２層構成の配線基板が設けられている。各半導体素子Ｑの下面側に配置さ
れたドレイン配線２２、ソース配線２３、裏面配線２６およびソース配線３２と、各半導
体素子Ｑの上面側に配置された中間配線６２とが平行に対向するように、配線基板２０、
３０、６０および７０は、互いに平行に配置されている。
【００２７】
　各半導体素子Ｑを間に挟んで対向配置された配線基板２０と配線基板６０との間には、
各半導体素子Ｑの外周を囲む環状の枠体８０が設けられている。配線基板２０、６０およ
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び枠体８０によって画定される空間には、高熱伝導性および高絶縁性を兼ね備えた固体粒
子８１を含有するゲル状の絶縁樹脂８２が充填されている。すなわち、各半導体素子Ｑは
、固体粒子８１を含有するゲル状の絶縁樹脂８２の内部に埋設されている。固体粒子８１
として例えばダイアモンドパウダーを好適に用いることができる。固体粒子８１は、粒径
が異なる少なくとも２種類の粒子の混合物であることが好ましい。固体粒子８１が異なる
複数の粒径を含むことで、絶縁樹脂８２内に分散される固体粒子８１同士の隙間を小さく
することができ、固体粒子８１の含有率を高くすることができる。これにより、固体粒子
８１同士の接触面積が増加するので、各半導体素子Ｑから発せられた熱を効率的に外部に
放出させることができる。
【００２８】
　以下に、各半導体素子Ｑの下面側に設けられた配線基板２０および３０の構成について
説明する。図４Ａは、配線基板２０と配線基板３０の貼り合わせ前の状態を示す斜視図、
図４Ｂは、配線基板２０と配線基板３０の貼り合わせ後の状態を示す斜視図である。
【００２９】
　図３Ａ、図４Ａおよび図４Ｂに示すように、配線基板２０は、セラミック等の絶縁体か
らなる絶縁基板２１を有する。絶縁基板２１の表面（半導体素子Ｑ側の面）には、銅など
の導電率および熱伝導率の比較的高い導体によって構成されるドレイン配線２２、ソース
配線２３およびゲート配線２４が形成されている。ドレイン配線２２を配線基板２０の外
部に引き出すことによりドレイン端子Ｄ１が形成されている。すなわちドレイン端子Ｄ１
は、ドレイン配線２２と一体的に形成されている。また、ゲート配線２４を配線基板２０
の外部に引き出すことによりゲート端子Ｇ２が形成されている。すなわち、ゲート端子Ｇ
２は、ゲート配線２４と一体的に形成されている。本実施形態において、ゲート端子Ｇ２
の引き出し方向は、ドレイン端子Ｄ１の引き出し方向とは反対方向となるように構成され
ている。ソース配線２３は、図２に示すように、絶縁基板２１に設けられたスルーホール
２５を介して絶縁基板２１の裏面（半導体素子Ｑ側とは反対側の面）に形成された裏面配
線２６に接続されている。裏面配線２６は、絶縁基板２１の表面側に設けられたドレイン
配線２２、ソース配線２３およびゲート配線２４と同じ導体によって構成されており、絶
縁基板２１の裏面の略全体を覆うように設けられている。絶縁基板２１の表面および裏面
の各配線を構成する導体は、絶縁基板２１の表裏で略同じ厚さおよび略同じ面積となるよ
うに構成されている。これにより、絶縁基板２１と、各配線を構成する導体との間の熱膨
張係数差による絶縁基板２１の反りを抑制することができる。
【００３０】
　一方、配線基板３０は、図４Ａに示すように、セラミック等の絶縁体からなる絶縁基板
３１を有する。絶縁基板３１の表面（半導体素子Ｑ側の面）には、銅などの導電率および
熱伝導率の比較的高い導体によって構成され、当該表面の略全体を覆うソース配線３２が
形成されている。ソース配線３２を配線基板３０の外部に引き出すことによりソース端子
Ｓ２および制御信号基準端子ＳＧ２が形成されている。すなわち、ソース端子Ｓ２および
制御信号基準端子ＳＧ２は、ソース配線３２と一体的に形成されている。本実施形態にお
いて、ソース端子Ｓ２は、図３Ａに示すように、半導体素子Ｑ２１の搭載位置に対応する
位置および半導体素子Ｑ２２の搭載位置に対応する位置の２箇所から引き出されている。
【００３１】
　絶縁基板３１の裏面（半導体素子Ｑ側とは反対側の面）には、半導体モジュール１０の
いずれの端子にも電気的に接続されないダミー配線３３（図２参照）が形成されている。
ダミー配線３３は、絶縁基板３１の表面側に設けられたソース配線３２と同じ導体によっ
て構成されており、絶縁基板３１の裏面の略全体を覆うように設けられている。絶縁基板
３１の表面および裏面の各配線を構成する導体は、絶縁基板３１の表裏で略同じ厚さおよ
び略同じ面積となるように構成されている。これにより、絶縁基板３１と、各配線を構成
する導体との間の熱膨張係数差による絶縁基板３１の反りを抑制することができる。
【００３２】
　また、各半導体素子Ｑから近い側に配置された配線基板２０における導体の厚さは、各
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半導体素子Ｑから遠い側に配置された配線基板３０における導体の厚さよりも厚くなって
いる。このように、発熱源である半導体素子Ｑから近い側に配置された配線基板２０の導
体を、半導体素子Ｑから遠い側に配置された配線基板３０の導体よりも厚くすることで、
放熱経路の上流側での熱拡散が促進され、放熱性が向上する。
【００３３】
　図４Ａおよび図４Ｂに示すように、配線基板２０と配線基板３０は、配線基板２０の裏
面配線２６と配線基板３０のソース配線３２とが接するように貼り合わせられる。図４Ｂ
に示すように、配線基板２０と配線基板３０とを貼り合わせたときに、ドレイン端子Ｄ１
と２つのソース端子Ｓ２の各々とが平行となるように、これらの端子は互いに同じ方向に
引き出されている。また、ゲート端子Ｇ２と制御信号基準端子ＧＳ２とが平行となるよう
に、これらの端子は互いに同じ方向に引き出されている。
【００３４】
　以下に、各半導体素子Ｑの上面側に設けられた配線基板６０および７０の構成について
説明する。図５Ａは、配線基板６０と配線基板７０の貼り合わせ前の状態を示す斜視図、
図５Ｂは、配線基板６０と配線基板７０の貼り合わせ後の状態を示す斜視図である。
【００３５】
　半導体素子Ｑ側に設けられる配線基板６０は、図３Ｂ、図５Ａおよび図５Ｂに示すよう
に、セラミック等の絶縁体からなる絶縁基板６１を有する。絶縁基板６１の表面（半導体
素子Ｑ側の面）には、銅などの導電率および熱伝導率の比較的高い導体によって構成され
る中間配線６２およびゲート配線６３が形成されている。中間配線６２を配線基板６０の
外部に引き出すことにより中間端子Ｃおよび制御信号基準端子ＳＧ１が形成されている。
すなわち、中間端子Ｃおよび制御信号基準端子ＳＧ１は、中間配線６２と一体的に形成さ
れている。本実施形態において中間端子Ｃは、引き出し方向が互いに逆方向となるように
中間配線６２の異なる２箇所から引き出されている。
【００３６】
　一方、ゲート配線６３を、絶縁基板６１の裏面（半導体素子Ｑ側とは反対側の面）を経
由して配線基板６０の外部に引き出すことによりゲート端子Ｇ１が形成されている。ゲー
ト端子Ｇ１と制御信号基準端子ＧＳ１とが平行となるように、これらの端子は互いに同じ
方向に引き出されている。絶縁基板６１の裏面には、ゲート配線６３の引き出し配線の他
、半導体モジュール１０のいずれの端子にも電気的に接続されないダミー配線６４（図２
参照）が形成されている。ダミー配線６４は、絶縁基板６１の表面側に設けられた中間配
線６２およびゲート配線６３と同じ導体によって構成されており、絶縁基板６１の裏面の
略全体を覆うように設けられている。絶縁基板６１の表面および裏面の各配線を構成する
導体は、絶縁基板６１の表裏で略同じ厚さおよび略同じ面積となるように構成されている
。これにより、絶縁基板６１と、配線を構成する導体との間の熱膨張係数差による絶縁基
板６１の反りを抑制することができる。
【００３７】
　一方、配線基板７０は、図５Ａに示すように、セラミック等の絶縁体からなる絶縁基板
７１を有する。絶縁基板７１の表面（半導体素子Ｑ側の面）には、銅などの導電率および
熱伝導率の比較的高い導体によって構成され且つ半導体モジュール１０のいずれの端子に
も電気的に接続されないダミー配線７２が形成されている。ダミー配線７２は、配線基板
６０と配線基板７０とを貼り合せたときに、配線基板６０に設けられたゲート配線６３の
引き出し配線とダミー配線７２とが接触しないように導体を切り欠いた切り欠き部７２ａ
を有する。
【００３８】
　絶縁基板７１の裏面（半導体素子Ｑ側とは反対側の面）には、半導体モジュール１０の
いずれの端子にも電気的に接続されないダミー配線７３が形成されている。ダミー配線７
３は、絶縁基板７１の表面側に設けられたダミー配線７２と同じ導体によって構成されて
おり、絶縁基板７１の裏面の略全体を覆うように設けられている。絶縁基板７１の表面お
よび裏面の各配線を構成する導体は、絶縁基板７１の表裏で略同じ厚さおよび略同じ面積
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となるように構成されている。これにより、絶縁基板７１と、配線を構成する導体との間
の熱膨張係数差による絶縁基板７１の反りを抑制することができる。
【００３９】
　また、各半導体素子Ｑから近い側に配置された配線基板６０における導体の厚さは、半
導体素子Ｑから遠い側に配置された配線基板７０における導体の厚さよりも厚くなってい
る。このように、発熱源である半導体素子Ｑから近い側に配置された配線基板６０の導体
を、半導体素子Ｑから遠い側に配置された配線基板７０の導体よりも厚くすることで、放
熱経路の上流側での熱拡散が促進され、放熱性が向上する。
【００４０】
　図５Ａおよび図５Ｂに示すように、配線基板６０と配線基板７０は、ダミー配線６４と
ダミー配線７２とが接するように貼り合わせられる。
【００４１】
　図６は、半導体素子Ｑの構成を示す斜視図である。各半導体素子Ｑは、一方の面にソー
ス電極ＥＳおよびゲート電極ＥＧを有し、他方の面にドレイン電極ＥＤを有する。以降に
おいて、半導体素子Ｑのソース電極ＥＳおよびゲート電極ＥＧが設けられた面をゲート・
ソース面Ｐ１と表記し、ドレイン電極ＥＤが設けられた面をドレイン面Ｐ２と表記する。
ゲート電極ＥＧは、ゲート・ソース面Ｐ１の中央に配置され、ソース電極ＥＳは、ゲート
電極ＥＧの周囲を囲み且つゲート・ソース面Ｐ１の略全域に延在するように設けられてい
る。ドレイン電極ＥＤは、ドレイン面Ｐ２の略全域に延在するように設けられている。
【００４２】
　図７は、半導体素子Ｑ１１、半導体素子Ｑ１１のドレイン面Ｐ２に接合されたドレイン
面側熱拡散部材４１、半導体素子Ｑ１１のゲート・ソース面Ｐ１に接合されたゲート・ソ
ース面側熱拡散部材４２を示す斜視図である。図８Ａは、ゲート・ソース面側熱拡散部材
４２の構成を示す平面図、図８Ｂは、図８Ａにおける８Ｂ－８Ｂ線に沿った断面図である
。
【００４３】
　ドレイン面側熱拡散部材４１は、導電率および熱伝導率の比較的高い銅などの導体から
なる導体ブロック４１ａを含んで構成されている。半導体素子Ｑ１１のドレイン電極ＥＤ

は、ドレイン面側熱拡散部材４１の導体ブロック４１ａに電気的および熱的に接続されて
いる。
【００４４】
　ゲート・ソース面側熱拡散部材４２は、導電率および熱伝導率の比較的高い銅などの導
体を含んで構成される導体ブロック４２ａと導体ピン４２ｂとを含んで構成されている。
導体ブロック４２ａの中央部には、半導体素子Ｑとの接合面と配線基板６０との接合面と
の間を貫通する貫通孔４２ｄが設けられている。導体ピン４２ｂは、角柱状または円柱状
の形状を有する柱状体であり、貫通孔４２ｄの内部に挿入されている。導体ピン４２ｂの
一方の端部は、半導体素子との接合面に表出し、他方の端部は、配線基板６０との接合面
に表出している。導体ピン４２ｂと導体ブロック４２ａとの間には、絶縁樹脂４２ｃが充
填されており、導体ピン４２ｂは導体ブロック４２ａから絶縁されている。半導体素子Ｑ
１１のソース電極ＥＳは、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２の導体ブロック４２ａに電
気的および熱的に接続されている。半導体素子Ｑ１１のゲート電極ＥＧは、ゲート・ソー
ス面側熱拡散部材４２の導体ピン４２ｂに電気的および熱的に接続されている。導体ブロ
ック４２ａの配線基板６０との接合面には、配線基板６０のゲート配線６３と、導体ブロ
ック４２ａとの接触を回避するための凹部４２ｅが設けられている。
【００４５】
　半導体素子Ｑ１２、Ｑ２１およびＱ２２も、同様に、ドレイン面Ｐ２にドレイン面側熱
拡散部材４１が接合され、ゲート・ソース面Ｐ１にゲート・ソース面側熱拡散部材４２が
接合されている。
【００４６】
　図３Ａに示すように、半導体素子Ｑ１１およびＱ１２のドレイン面Ｐ２に一方の面が接
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合されたドレイン面側熱拡散部材４１の他方の面は、配線基板２０のドレイン配線２２に
電気的および熱的に接続されている。すなわち、半導体素子Ｑ１１およびＱ１２のドレイ
ン電極ＥＤは、ドレイン面側熱拡散部材４１の導体ブロック４１ａを介して配線基板２０
のドレイン配線２２に電気的および熱的に接続されている。
【００４７】
　半導体素子Ｑ２１およびＱ２２のゲート・ソース面Ｐ１に一方の面が接合されたゲート
・ソース面側熱拡散部材４２の他方の面は、配線基板２０のソース配線２３およびゲート
配線２４に電気的および熱的に接続されている。
【００４８】
　図９は、半導体素子Ｑ２１（Ｑ２２）、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２、配線基板
２０の相互間の接続状態を示す断面図である。半導体素子Ｑ２１（Ｑ２２）のソース電極
ＥＳは、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２の導体ブロック４２ａに電気的および熱的に
接続され、ゲート電極ＥＧは、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２の導体ピン４２ｂに電
気的および熱的に接続されている。導体ブロック４２ａは、配線基板２０のソース配線２
３に電気的および熱的に接続され、導体ピン４２ｂは、配線基板２０のゲート配線２４に
電気的および熱的に接続されている。すなわち、半導体素子Ｑ２１（Ｑ２２）のソース電
極ＥＳは、導体ブロック４２ａを介してソース配線２３に電気的および熱的に接続され、
半導体素子Ｑ２１（Ｑ２２）のゲート電極ＥＧは、導体ピン４２ｂを介してゲート配線２
４に電気的および熱的に接続されている。
【００４９】
　図３Ｂに示すように、半導体素子Ｑ１１およびＱ１２のゲート・ソース面Ｐ１に一方の
面が接合されたゲート・ソース面側熱拡散部材４２の他方の面は、配線基板６０の中間配
線６２およびゲート配線６３に電気的および熱的に接続されている。
【００５０】
　半導体素子Ｑ１１およびＱ１２、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２、配線基板６０の
相互間の接続状態は、図９に示したものと同様である。すなわち、半導体素子Ｑ１１およ
びＱ１２のソース電極ＥＳは、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２の導体ブロック４２ａ
を介して配線基板６０の中間配線６２に電気的および熱的に接続され、半導体素子Ｑ１１
およびＱ１２のゲート電極ＥＧは、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２の導体ピン４２ｂ
を介して配線基板６０のゲート配線６３に電気的および熱的に接続されている。
【００５１】
　半導体素子Ｑ２１およびＱ２２のドレイン面Ｐ２に一方の面が接合されたドレイン面側
熱拡散部材４１の他方の面は、配線基板６０の中間配線６２に電気的および熱的に接続さ
れている。すなわち、半導体素子Ｑ２１およびＱ２２のドレイン電極ＥＤは、ドレイン面
側熱拡散部材４１の導体ブロック４１ａを介して配線基板６０の中間配線６２に電気的お
よび熱的に接続されている。
【００５２】
　半導体素子Ｑ１１とＱ１２とは、配線基板２０のドレイン配線２２および配線基板６０
の中間配線６２によって並列接続され、半導体素子Ｑ２１とＱ２２とは、配線基板２０の
ソース配線２３および配線基板６０の中間配線６２によって並列接続されている。半導体
素子Ｑ１１およびＱ１２のソース電極ＥＳは、半導体素子Ｑ２１およびＱ２２のドレイン
電極ＥＤと、中間配線６２によって電気的に接続されている。
【００５３】
　図３Ａおよび図３Ｂに示すように、配線基板２０（絶縁基板２１）および配線基板６０
（絶縁基板６１）の外形は、略正方形とされており、半導体素子Ｑ１１、Ｑ１２、Ｑ２１
およびＱ２２は、配線基板２０と配線基板６０の間で、これらの配線基板の中心点に対し
て点対称となるように配置されている。このように、半導体素子Ｑ１１、Ｑ１２、Ｑ２１
、Ｑ２２を配線基板２０および６０の中心点に対して点対称となるように配置することで
、各半導体素子Ｑを両面から押し付けるように作用する押圧力が半導体素子間で均一とす
ることができ、半導体モジュール１０の信頼性を向上させることができる。
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【００５４】
　図１０は、半導体モジュール１０の外観を示す斜視図である。半導体モジュール１０は
、各半導体素子Ｑの上面および下面にドレイン面側熱拡散部材４１またはゲート・ソース
面側熱拡散部材４２を接合したものを、配線基板２０および３０からなる積層基板と配線
基板６０および７０からなる積層基板で挟むことによって形成される。
【００５５】
　図１１は、半導体モジュール１０における放熱経路を示す断面図である。図１１におい
て、熱の主な放出方向が矢印で示されている。図１１に示すように、半導体モジュール１
０は、上面側および下面側にヒートシンク１１０を取り付けて使用することが可能である
。各半導体素子Ｑから発せられた熱は、各半導体素子Ｑの上面に接合されたドレイン面側
熱拡散部材４１またはゲート・ソース面側熱拡散部材４２、配線基板６０および７０を介
して上面側のヒートシンク１１０に放出されるとともに、各半導体素子Ｑの下面に接合さ
れたドレイン面側熱拡散部材４１またはゲート・ソース面側熱拡散部材４２、配線基板２
０および３０を介して下面側のヒートシンク１１０に放出される。このように、本実施形
態に係る半導体モジュール１０によれば、各半導体素子Ｑの上面側および下面側にそれぞ
れ放熱経路を有するので、片側にのみ放熱経路を有する従来のパッケージと比較して放熱
性能を向上させることができる。
【００５６】
　また、本実施形態に係る半導体モジュール１０において、各半導体素子Ｑのゲート・ソ
ース面Ｐ１に接合されるゲート・ソース面側熱拡散部材４２は、半導体素子Ｑのゲート電
極ＥＧに当接される部分に半導体素子Ｑのソース電極ＥＳに当接される導体ブロック４２
ａから絶縁された導体ピン４２ｂを有する。このように、ゲート・ソース面側熱拡散部材
４２にゲート接続用の導体ピン４２ｂを設けることで、各半導体素子Ｑに対するワイヤボ
ンディングが不要となり、製造工程を簡略化することが可能となる。また、ワイヤボンデ
ィングが不要となることで、半導体素子Ｑのゲート・ソース面Ｐ１の全体を熱拡散部材４
２に接合させることが可能となる。すなわち、仮にゲート電極ＥＧに対するワイヤボンデ
ィングが必要とされる場合には、半導体素子Ｑのゲート・ソース面Ｐ１のワイヤボンディ
ング部の周囲には熱拡散部材を当接させることができなくなる。その結果、半導体素子Ｑ
と熱拡散部材との接合面積が制限され、放熱性が低下する。本実施形態に係る半導体モジ
ュール１０によれば、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２にゲート接続用の導体ピン４２
ｂを設けたことにより、ゲート電極ＥＧに対するワイヤボンディングが不要となるので、
半導体素子Ｑのゲート・ソース面Ｐ１の全体をゲート・ソース面側熱拡散部材４２に接合
することが可能である。このように、本実施形態に係る半導体モジュールによれば、両面
ヒートシンク構造を有する従来のパッケージよりも更に高い放熱性能を得ることができる
。
【００５７】
　また、本実施形態に係る半導体モジュール１０において、半導体素子Ｑの下面側におい
て、半導体素子Ｑから近い側に配置された配線基板２０における導体の厚さは、半導体素
子Ｑから遠い側に配置された配線基板３０における導体の厚さよりも厚くなっている。同
様に、半導体素子Ｑの上面側において、半導体素子Ｑから近い側に配置された配線基板６
０における導体の厚さは、半導体素子Ｑから遠い側に配置された配線基板７０における導
体の厚さよりも厚くなっている。このように、発熱源である半導体素子Ｑから近い側に配
置された配線基板２０および６０の導体を、半導体素子Ｑから遠い側に配置された配線基
板３０および７０の導体よりも厚くすることで、放熱経路の上流側での熱拡散が促進され
、放熱性が向上する。
【００５８】
　図１２は、各半導体素子Ｑが制御信号に応じて導通状態となっているときの半導体モジ
ュール１０に流れる電流Ｉの方向を示す断面図である。半導体モジュール１０は、例えば
、ドレイン配線２２に接続されたドレイン端子Ｄ１に電源の正極が接続され、配線基板２
０上のソース配線２３に接続されたソース端子Ｓ２に電源の負極が接続される。この場合
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において、各半導体素子Ｑがオン状態となると、電流Ｉは、ドレイン端子Ｄ１からドレイ
ン配線２２に流れ、ドレイン面側熱拡散部材４１を介して半導体素子Ｑ１１およびＱ１２
のドレイン電極ＥＤに入力される。電流Ｉは、半導体素子Ｑ１１およびＱ１２のソース電
極ＥＳから出力され、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２を介して配線基板６０の中間配
線６２に流れる。その後、電流Ｉはドレイン面側熱拡散部材４１を介して半導体素子Ｑ２
１およびＱ２２のドレイン電極ＥＤに入力され、ソース電極ＥＳから出力される。半導体
素子Ｑ２１およびＱ２２から出力された電流Ｉは、配線基板２０のソース配線２３、スル
ーホール２５および配線基板３０のソース配線３２を介してソース端子Ｓ２から出力され
る。
【００５９】
　半導体モジュール１０をインバータ用途で使用する場合、各半導体素子Ｑは高速でオン
オフを繰り返すことから、電流経路上の配線インダクタンスが大きいと、オーバーシュー
トによる過電圧が発生する。したがって、配線インダクタンスを低減し、過電圧の発生を
抑制することが好ましい。
【００６０】
　本実施形態に係る半導体モジュール１０の構成によれば、図１２に示すように、各半導
体素子Ｑの上面側を流れる電流と、各半導体素子Ｑの下面側を流れる電流とが逆方向に流
れる。すなわち、半導体素子Ｑの上面側に設けられた中間配線６２に流れる電流の方向は
、中間配線６２に対して対向配置されたソース配線２３および３２に流れる電流の方向と
は逆方向となる。これにより、中間配線６２に流れる電流によって生じる磁場と、ソース
配線２３および３２に流れる電流によって生じる磁場とが互いに打ち消し合うように作用
するので、電流入力端子であるドレイン端子Ｄ１および電流出力端子であるソース端子Ｓ
２からみたパッケージ内部の配線インダクタンスを低減することができる。これにより、
各半導体素子Ｑを高速でオンオフさせた場合におけるオーバーシュートによる過電圧を抑
制することができる。
【００６１】
　図１３は、半導体モジュール１０をインバータとして使用する場合における構成例を示
す平面図である。半導体モジュール１０をインバータとして使用する場合、負荷の構成に
応じた数の半導体モジュール１０を用いる。図１３では、２つの半導体モジュール１０を
使用する場合が例示されている。２つの半導体モジュール１０は、図１３に示すように面
方向に並置される。直流電源（図示しない）の正極に接続されたＰ母線１２１は、各半導
体モジュール１０のドレイン端子Ｄ１に接続され、直流電源の負極に接続されたＮ母線１
２２は、各半導体モジュール１０のソース端子Ｓ２に接続される。ゲート端子Ｇ１、Ｇ２
、制御信号基準端子ＧＳ１、ＧＳ２は、半導体モジュール１０毎に設けられたゲート基板
１２３に接続される。ゲート端子Ｇ１と制御信号基準端子ＧＳ１との間、ゲート端子Ｇ２
と制御信号基準端子ＧＳ２との間には、ゲート基板１２３を介して制御信号が供給され、
これによって各半導体素子Ｑのオンオフが制御される。
【００６２】
　各半導体モジュール１０の中間端子Ｃには、モータ等の負荷（図示せず）に接続された
負荷線１２４および１２５が接続される。例えば、図中左側の半導体モジュール１０の中
間端子ＣにはＵ相に対応する負荷線１２４が接続され、図中右側の半導体モジュール１０
の中間端子ＣにはＶ相に対応する負荷線１２５が接続されている。本実施形態に係る半導
体モジュール１０において、中間端子Ｃは、配線基板６０の対向する２辺から互いに逆方
向に引き出されているので、負荷線１２４および１２５を、２つの半導体モジュール１０
の間に集約させることができる。これにより、負荷線１２４および１２５の引き回しが容
易となる。
【００６３】
　図１４は、半導体モジュールのドレイン端子Ｄ１およびソース端子Ｓ２を図１３におけ
る矢印Ｘの方向からみた側面図である。ソース端子Ｓ２およびドレイン端子Ｄ１は、半導
体モジュール１０の同じ辺から同じ方向に引き出されている。また、ソース端子Ｓ２の引
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き出し長さは、ドレイン端子Ｄ１の引き出し長さよりも長くなっている。更に、ドレイン
端子Ｄ１およびソース端子Ｓ２は、それぞれ、配線基板２０、３０の主面と平行な引き出
し方向から配線基板２０、３０の主面に対して垂直な方向上向きに曲げられている。なお
、ドレイン端子Ｄ１およびソース端子Ｓ２の曲げ方向は、配線基板２０、３０の主面に対
して垂直方向下向きであってもよい。また曲げ角度は、厳密に垂直でなくてもよく、配線
基板２０、３０の主面に対して概略上向きまたは下向きとなっていればよい。ドレイン端
子Ｄ１およびソース端子Ｓ２を、このように構成することにより、図１３に示すように、
Ｐ母線１２１およびＮ母線１２２を直線的に配置することが可能であり、Ｐ母線１２１お
よびＮ母線１２２の引き回しが容易となる。また、Ｐ母線１２１およびＮ母線１２２を平
行且つ近接させて配置することが可能である。これにより、Ｐ母線１２１に流れる電流の
方向とＮ母線１２２に流れる電流の方向を逆方向とすることができ、Ｐ母線１２１に流れ
る電流によって生じる磁場と、Ｎ母線１２２に流れる電流によって生じる磁場とが互いに
打ち消し合うように作用させることができる。これにより、ドレイン端子Ｄ１およびソー
ス端子Ｓ２からみたＰ母線１２１およびＮ母線１２２の配線インダクタンスを低減するこ
とができ、半導体素子Ｑを高速でオンオフさせた場合におけるオーバーシュートによる過
電圧を抑制することができる。
【００６４】
　なお、本実施形態においては、４つの半導体素子Ｑ１１、Ｑ１２、Ｑ２１およびＱ２２
を用いて所謂２ｉｎ１構成とする場合を例示したが、直列接続された２つの半導体素子を
用いた２ｉｎ１構成としてもよい。
【００６５】
　また、本実施形態において、各半導体素子Ｑの上面側および下面側にそれぞれ２つの配
線基板を設けているが、各半導体素子Ｑの上面側および下面側に設けられる配線基板を１
つとしてもよい。この場合、ソース端子Ｓ２を配線基板２０の裏面配線２６から引き出し
て、配線基板３０を廃止する。配線基板７０にはダミー配線７２、７３しか設けられてい
ないので、配線基板７０を省略できる。配線基板２０の裏面配線２６からソース端子Ｓ２
を引き出すよりも、配線基板２０とは別の配線基板３０からソース端子Ｓ２を引き出す方
が、配線のパターニングが容易である。このため、本実施形態では、半導体素子Ｑの下面
側の配線基板を２層構成としている。半導体素子Ｑの上面側の配線基板を２層構成として
いるのは、下面側の配線基板の構成に合わせるためである。これにより、半導体素子Ｑの
上面側および下面側における放熱性能を均一することができる。
【００６６】
　なお、半導体素子Ｑは、本発明における半導体素子および他の半導体素子の一例である
。ドレイン電極ＥＤは、本発明における第１の電極の一例である。ソース電極ＥＳは本発
明における第２の電極の一例である。ゲート電極ＥＧは、本発明における制御電極の一例
である。ドレイン面側熱拡散部材４１は、本発明における第１の熱拡散部材の一例である
。ゲート・ソース面側熱拡散部材４２は、本発明における第２の熱拡散部材の一例である
。導体ブロック４２ａは、本発明における第２の熱拡散部材の第１の導体部分の一例であ
る。導体ピン４２ｂは、本発明における第２の熱拡散部材の第１の導体部分の一例である
。配線基板２０および３０は、本発明における第１の配線基板の一例である。ドレイン配
線２２は、本発明における第１の配線の一例である。配線基板６０および７０は、本発明
における第２の配線基板の一例である。中間配線６２は、本発明における第２の配線の一
例である。ゲート配線６３は、本発明における第３の配線の一例である。ドレイン端子Ｄ
１は、本発明における第１の端子の一例である。ソース端子Ｓ２は、本発明における第２
の端子の一例である。
【００６７】
［第２の実施形態］
　図１５は、本発明の第２の実施形態に係る半導体モジュール１１の構成を示す断面図で
ある。なお、図１５において、上記した第１の実施形態に係る半導体モジュール１０と同
一または対応する構成要素には同一の参照符号を付与し、重複する説明は省略する。
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【００６８】
　上記した第１の実施形態に係る半導体モジュール１０は、パッケージ内に４つの半導体
素子Ｑ１１、Ｑ１２、Ｑ２１、Ｑ２２を設け、直列回路を形成するものであった。これに
対して、第２の実施形態に係る半導体モジュール１１は、単一の半導体素子Ｑ１１を含ん
で構成されている。また、第１の実施形態に係る半導体モジュール１０では、半導体素子
Ｑの上面側および下面側にそれぞれ２つの配線基板が設けられていたが、第２の実施形態
に係る半導体モジュール１１では半導体素子Ｑの上面側および下面側の配線基板を１つと
している。
【００６９】
　半導体素子Ｑ１１のドレイン面Ｐ２は、ドレイン面側熱拡散部材４１に接合されており
、ドレイン電極ＥＤがドレイン面側熱拡散部材４１の導体ブロック４１ａを介して配線基
板２０のドレイン配線２２に電気的に接続されている。電流入力端子であるドレイン端子
Ｄ１は、ドレイン配線２２から引き出されている。半導体素子Ｑ１１のゲート・ソース面
Ｐ１は、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２に接合されており、ソース電極ＥＳが導体ブ
ロック４２ａを介して配線基板６０のソース配線６６に電気的に接続されている、ゲート
電極ＥＧが導体ピン４２ｂを介して配線基板６０のゲート配線６３に電気的に接続されて
いる。電流出力端子であるソース端子Ｓ１は、ソース配線６６に接続されている。ドレイ
ン端子Ｄ１とソース端子Ｓ１とは、半導体モジュール１１の同じ辺から同じ方向に引き出
されている。
【００７０】
　絶縁基板２１および絶縁基板６１の裏面側（半導体素子Ｑ１１側とは反対側）にはそれ
ぞれ、ダミー配線２７および６７が設けられている。絶縁基板２１の表面および裏面の各
配線を構成する導体は、絶縁基板２１の表裏で略同じ厚さおよび略同じ面積となるように
構成されている。これにより、絶縁基板２１と導体との間の熱膨張係数差による絶縁基板
２１の反りを抑制することができる。同様に、絶縁基板６１の表面および裏面の各配線を
構成する導体は、絶縁基板６１の表裏で略同じ厚さおよび略同じ面積となるように構成さ
れている。これにより、絶縁基板６１と導体との間の熱膨張係数差による絶縁基板６１の
反りを抑制することができる。
【００７１】
　図１５には、半導体素子Ｑ１１が制御信号に応じて導通状態となっているときの半導体
モジュール１１に流れる電流Ｉの方向が示されている。第２の実施形態に係る半導体モジ
ュール１１によれば、第１の実施形態の場合と同様、半導体素子Ｑ１１の上面側のソース
配線６６に流れる電流と、半導体素子Ｑ１１の下面側のドレイン配線２２を流れる電流と
が対向し且つ逆方向に流れる。これにより、ソース配線６６に流れる電流によって生じる
磁場と、ドレイン配線２２に流れる電流によって生じる磁場とが互いに打ち消し合うよう
に作用するので、ドレイン端子Ｄ１およびソース端子Ｓ１からみたパッケージ内部の配線
インダクタンスを低減することができる。これにより、半導体素子Ｑ１１を高速でオンオ
フさせた場合におけるオーバーシュートによる過電圧を抑制することができる。
【００７２】
　また、半導体素子Ｑ１１のドレイン面Ｐ２には、ドレイン面側熱拡散部材４１が接合さ
れ、半導体素子Ｑ１１のゲート・ソース面Ｐ１には、ゲート・ソース面側熱拡散部材４２
が接合されている。これにより、第１の実施形態の場合と同様、半導体素子Ｑ１１から発
せられた熱を半導体素子Ｑ１１の両面から放出させることが可能となる。
【００７３】
［第３の実施形態］
　図１６は、複数の半導体モジュール１０を含んで構成される本発明の第３の実施形態に
係る半導体スイッチ２００の構成を示す図である。複数の半導体モジュール１０は、ヒー
トシンク２１０を間に挟んで、半導体素子Ｑのゲート・ソース面Ｐ１およびドレイン面Ｐ
２に対して垂直な方向に沿って積層されている。すなわち、複数の半導体モジュール１０
は、内部に形成された放熱経路の方向（図１１に示す矢印の方向）に沿って積層されてい
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る。なお、最上段の半導体モジュールの上面にもヒートシンク２１０を取り付けることが
好ましい。ヒートシンク２１０として例えば空冷式や水冷式の方熱器を用いることが可能
である。最下段の半導体モジュール１０の下面は、熱伝導率の高い部材によって構成され
る基台２２０の表面に当接されている。
【００７４】
　複数の半導体モジュール１０の各々は、ドレイン端子Ｄ１およびソース端子Ｓ２が互い
に同じ方向を向くように配置されている。この場合、複数の半導体モジュール１０のゲー
ト端子Ｇ１、Ｇ２および制御信号基準端子ＧＳ１、ＧＳ２は、ドレイン端子Ｄ１およびソ
ース端子Ｓ２とは反対方向を向くことになる。
【００７５】
　半導体スイッチ２００において、複数の半導体モジュール１０は直列接続されている。
すなわち、最上段に配置された半導体モジュール１０のドレイン端子Ｄ１は、電流経路の
高圧ラインＨＶに接続され、ソース端子Ｓ２は２段目の半導体モジュールのドレイン端子
Ｄ１に接続されている。同様に、各半導体モジュール１０のソース端子Ｓ２は、１つ下段
の半導体モジュール１０のドレイン端子Ｄ１に接続されている。最下段の半導体モジュー
ル１０のソース端子Ｓ２は、リターン導体２３０を介して電流経路の低圧ラインＬＶに接
続されている。
【００７６】
　複数の半導体モジュール１０の各々のゲート端子Ｇ１、Ｇ２および制御信号基準端子Ｇ
Ｓ１、ＧＳ２は、半導体モジュール１０の各々に対応して設けられた別個の制御回路２４
１～２４６に接続されている。複数の半導体モジュール１０の各々の半導体素子Ｑは、自
身に対応する制御回路２４１～２４６から供給される制御信号に応じてオンオフする。複
数の半導体モジュール１０を半導体スイッチとして用いる場合には、通常、複数の半導体
モジュール１０内の全ての半導体素子Ｑを互いに同じタイミングでオンオフさせる。複数
の半導体モジュール１０を直列に接続することで、各半導体素子Ｑに印加される電圧が小
さくなるので、高耐圧の半導体スイッチを構成することができる。なお、図１６では、６
つの半導体モジュール１０を直列に接続した例が示されているが、半導体スイッチ２００
を構成する半導体モジュール１０の数は、必要とされる耐圧に応じて適宜増減することが
可能である。また、本実施形態では、第１の実施形態に係る半導体モジュール１０を用い
て半導体スイッチ２００を構成しているが、第２の実施形態に係る半導体モジュール１１
を用いることも可能である。
【００７７】
　本実施形態に係る半導体スイッチ２００によれば、複数の半導体モジュール１０が、ヒ
ートシンク２１０を間に挟んで半導体モジュール１０の内部に形成された放熱経路の方向
に沿って積層されるので、効率的な放熱を実現するとともに半導体スイッチの高耐圧化を
図ることができる。また、複数の半導体モジュール１０を積層することで、装置の面方向
におけるサイズを小さくすることができる。
【００７８】
　また、ドレイン端子Ｄ１およびソース端子Ｓ２が半導体モジュール１０の同じ側に引き
出されるとともに、これらの端子が半導体モジュール１０の積層方向に並んでいるので、
積層された半導体モジュール間を直列接続するための配線の引き回しが容易となる。すな
わち、図１６に示すように、複数の半導体モジュール１０を積層したときに、上段の半導
体モジュール１０のソース端子Ｓ２と、下段の半導体モジュール１０のドレイン端子Ｄ１
とが隣り合うように配置されるので、これらの配線接続が容易である。
【００７９】
［第４の実施形態］
　図１７は、複数の半導体モジュール１０を含んで構成される本発明の第４の実施形態に
係る半導体スイッチ２０１の構成を示す図である。図１７において、図１６に示す半導体
スイッチ２００と同一または対応する構成要素には同一の参照符号を付与し、重複する説
明は省略する。また、図１７において、図１６における制御回路２４１～２４６の図示を
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省略している。
【００８０】
　第４の実施形態に係る半導体スイッチ２０１において、複数の直列ユニット２５１、２
５２および２５３が構成されている。各直列ユニット２５１、２５２、２５３の構成は、
上記した第３の実施形態に係る半導体スイッチ２００と等価である。すなわち、直列ユニ
ット２５１、２５２、２５３は、それぞれ、複数の半導体モジュール１０を、ヒートシン
ク２１０を間に挟んで積層するとともに、当該複数の半導体モジュールの各々の半導体素
子Ｑを直列接続して構成されている。
【００８１】
　直列ユニット２５１、２５２、２５３を構成する各段の半導体モジュール１０は、他の
直列ユニットを構成する対応する段の半導体モジュール１０の各々に並列接続されている
。例えば、直列ユニット２５１の最上段の半導体モジュール１０は、直列ユニット２５２
の最上段の半導体モジュール１０に並列接続されるとともに、直列ユニット２５３の最上
段の半導体モジュール１０に並列接続されている。同様に、直列ユニット２５１の２段目
の半導体モジュール１０は、直列ユニット２５２の２段目の半導体モジュール１０に並列
接続されるとともに、直列ユニット２５３の２段目の半導体モジュール１０に並列接続さ
れている。
【００８２】
　図１８は、本実施形態に係る半導体スイッチ２０１の等価回路図である。本実施形態に
係る半導体スイッチ２０１において、複数の半導体モジュールは、マトリックスアレイを
形成している。このように、マトリックスアレイを形成することで、高耐圧および大電流
容量の半導体スイッチを実現することができる。なお、本実施形態では、６×３のマトリ
ックスアレイを構成した場合を例示しているが、これに限定されるものではなく、必要と
される耐圧および電流容量に応じて適宜変更することが可能である。また、本実施形態で
は、第１の実施形態に係る半導体モジュール１０を用いて半導体スイッチ２０１を構成し
ているが、第２の実施形態に係る半導体モジュール１１を用いることも可能である。
【符号の説明】
【００８３】
１０、１１　半導体モジュール
２０、３０、６０、７０　配線基板
２２　ドレイン配線
２３　ソース配線
４１　ドレイン面側熱拡散部材
４２　ゲート・ソース面側熱拡散部材
４２ａ　導体ブロック
４２ｂ　導体ピン
６２　中間配線
６３　ゲート配線６３
８１　固体粒子
８２　絶縁樹脂
２００、２０１　半導体スイッチ
Ｃ　中間端子
Ｄ１　ドレイン端子
Ｓ２　ソース端子
Ｑ１１、Ｑ１２、Ｑ２１、Ｑ２２　半導体素子
ＥＤ　ドレイン電極
ＥＳ　ソース電極
ＥＧ　ゲート電極
Ｐ１　ゲート・ソース面
Ｐ２　ドレイン面
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